
平成２９年８月１０日

四国地方整備局 道路部

【四国初】ＰＦＩ手法による電線共同溝の整備
～「東石井・天山地区電線共同溝ＰＦＩ事業」実施方針を公表～

１．概 要

国土交通省では、無電柱化の推進を目的に直轄国道の電線共同溝事業に

おいて、民間の技術やノウハウの活用によるコスト縮減や、予算の平準化

による負担軽減が可能となるＰＦＩ手法での整備を今年度より実施します。

「東石井・天山地区電線共同溝ＰＦＩ事業」について、「民間資金等の活用

による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年法律第１１７

号）第５条第１項の規定により、特定事業の実施に関する方針を定めまし

たので、同条第３項の規定により公表します。

２．事業の対象となる公共施設等の名称

事 業 名 称：東石井・天山地区電線共同溝ＰＦＩ事業
ひがしいし い あまやま

事業対象地域：一般国道３３号 愛媛県松山市東石井２丁目～小坂５丁目
ひがしいし い こ さか

整 備 延 長：約３．１km

３．特定事業の概要

ＰＦＩ手法（サービス購入型・ＢＴＯ（Build－Transfer－Operate）

方式）による電線共同溝の設計、工事、維持管理

４．事業期間

事業契約の締結日から平成４４年３月末

５．実施方針の公表先

四国地方整備局 URL:http://www.skr.mlit.go.jp/send/hattyuu/pfi/higashiishiiamayama/higashiishiiamayama_houshin.html

※実施方針に関する質問・意見についても、公表に合わせ受け付けます。

※本施策は、四国圏広域地方計画の広域プロジェクト【No.4 全国に先駆けて進行する人口減少への

「子国」支援対策プロジェクト】の取り組みに該当します。

問い合わせ先

国土交通省 四国地方整備局 道路部

道路管理課 TEL：０８７－８１１－８３２５（ダイヤルイン）

◎道路管理課長 庄野 達也（内線4411）
しよう の たつ や

建設専門官 多田 貴幸（内線4413） ◎：主な問い合わせ先
た だ たかゆき

http://www.skr.mlit.go.jp/send/hattyuu/pfi/higashiishiiamayama/higashiishiiamayama_houshin.html


ＰＦＩ事業対象範囲
一般国道３３号 東石井・天山地区電線共同溝（愛媛県松山市）
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【参考】今後の主なスケジュール 等 
平成２９年８月１０日  実施方針※１の公表（ＰＦＩ法第５条） 

平成２９年９月上旬  特定事業の選定、客観的な評価の公表（ＰＦＩ法第７条、第１１条） 

平成２９年１０月頃   入札公告 

平成２９年１１月頃   入札表明書の受付 

平成２９年１１月頃   競争参加資格確認結果の通知 

平成３０年１月頃    入札書及び提案書の受付 

平成３０年２月頃      民間事業者の選定、客観的な評価の公表（ＰＦＩ法第８条、第１１条） 

平成３０年３月頃      事業契約の締結及び公表（ＰＦＩ法第５条） 

※特定事業※２として実施することが適切か評価 

※１：特定事業の選定、民間事業者の募集・選定、特定事業の実施等に関する事項を定めたもの 
※２：公共施設等の整備等に関する事業であって、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用
することにより効率的かつ効果的に実施されるもの 

特定事業を実施する民間事業者を客観的評価により選定 

民間事業者による事業着手 



東石井・天山地区電線共同溝ＰＦＩ事業について 

○道路の防災性能の向上、安全・円滑な交通の確保、良好な景観形成を目的に無
電柱化事業に取り組んできたところですが、平成２８年１２月「無電柱化の推進に
関する法律」の成立をうけ、今後、更なる推進を図ることとしております。 

○無電柱化の事業実施にあたり、平成２８年２月の自治体アンケート調査の結果で
は「整備コストが高い」「電力・通信事業者との調整が難航」「無電柱化の事業を
理解した職員がいない」などが大きな課題となっています。（資料１） 

○ＰＦＩ手法の導入により、一括発注による契約手続き回数の削減や予算の平準化
による負担の軽減が可能となるとともに、民間の技術やノウハウの活用により、
コスト縮減や円滑な事業調整が可能となります。（資料２） 

○国土交通省では本事業箇所での実績を踏まえ、今後ＰＦＩ手法による電線共同溝
事業の更なる拡大を図っていくこととしています。 



 ※市区町村長の会において、Ｈ２８．２にアンケート調査を実施。２５２団体中の１８９団体から回答（回答率７５％） 
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①コストが高い

②電力会社や通信会社などとの調整が困難である

③トランスの置き場所がない

④道路が狭くて事業ができない

⑤工事の期間が長い

⑥地域の住民の協力が得られない（得られにくい）

⑦無電柱化の事業を理解した職員がいない

⑧何から手をつけたらよいかよく分からない（ノウハ

ウがない、他の事例がよくわからない）

⑨何が課題かわからない

⑩課題は特にない

○無電柱化事業を実施するにあたっての課題 

（複数回答可） 

② 事業調整が困難 

⑦ 事業を理解した職員が 

  いない 
⇒ 設計・施工や事業調整、完成

後の維持管理まで事業者が
実施 

① コストが高い 
⇒ 民間の技術やノウハウの活

用によるコストの縮減、予算
の平準化による負担の軽減
が可能 

3 

無電柱化事業推進にあたっての課題 
○無電柱化事業を実施するにあたっての課題 
  ①コストが高い 
  ②電力会社や通信会社などの関係者が多く、事業調整が困難である 
  ⑦無電柱化事業を理解した職員がいない 

（平成28年2月自治体アンケート調査を実施） 

資料１ 



ＰＦＩ手法の導入による効果 

○電線共同溝事業の本体工事期間に予算のピークが立つため、平準化が必要 
 ⇒ ＰＦＩ手法を導入した場合、施設整備費の割賦払いが可能 
○電力会社や通信会社などの関係者が多く、事業調整に時間を要している 
 ⇒ 管路整備に精通した民間の技術やノウハウの活用 

【これまでの電線共同溝事業】 【ＰＦＩ手法による電線共同溝事業】 
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割賦払いによる予算の平準化 

資料２ 




